
（ ）
年 月 日

B

C=A-B

R4

0

0

0

※局内で捻出する人工概要　…

局内で捻出する人工※

必要な人工

R9 R10

0 0 0 0 0 0

0

00

0

0

R9

〇事業スケジュール

実施に係る人工

項目

R4補助率/充当率

※捻出する財源概要…

特
財

A

178,720

113,000

54,720

0

0 0

9,699

項目

事業費（　　　　　費）

うち任意分

国、県支出金

地方債

実施
内容

（人工）

9,107

R5 R6 R7 R8

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入）

その他

一般財源

うち任意分

捻出する財源※

一般財源拠出見込額

〇事業経費・財源

124,000

0

113,000

124,000

99,807

31,977

0

0

0

0

0

0

0

00

（様式２）

課 担当者
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令和４年度　国民健康保険税率の見直し等について

健康福祉 生活福祉 保険企画 内線部
局
区

審議日

事 案 調 書

審議結果
（政策課記入）

戦 略 会 議

案 件 名

事案概要　／　事業の実施期間

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

所　　　管

〇原案を一部修正し、承認する。
　・税率改定幅を実質５．０％とすること。

○国民健康保険税率の改定案について
○子どもに係る被保険者均等割額の減額措置の拡充について

戦 略 会 議

審議事項

庁議で決定
したいこと及び
想定（希望）
している結論

10,329

10,329

（千円）

9,699 9,39810,009

142,443

110,466

41,315

0

30,986

0

0

0

0

99,807

0

9,398 9,107

0

0

0

0

37,591

0

28,192

0

0

36,425

0

27,318

0

0

0

0

38,793

0

29,094

0

R5 R6 R7

0

40,034

0

30,025

0

0

0

110,466 10,009

R10R8

R3

　国民健康保険に係る財政収支の見通しを踏まえて国民健康保険税率を改定(※)するとともに、「全世代対応型の社会保障制度
を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律(令和３年法律第６６号)」の施行にあわせて未就学児に係る被保険者均
等割額の減額措置(５割)を導入し、本市独自施策として対象年齢を拡大するもの

R6 R7 R8 R9R4 R5

庁内調整

予算査定

議案上程等

事業実施

国保運営協議

会諮問・答申



事前調整、検討経過等

定例会議 報道への情報提供 なし

資料提供 令和４年２月

令和４年３月

パブリックコメント なし 時期

日程等
調整事項

備　　考

調整部局名等 調整内容・結果

R3.12.8 関係課長打ち合わせ
会議
（政策課、総務法制課、財政
課、債権対策課、健康福祉総
務室、国保年金課）

○国民健康保険税率の改定案について
○未就学児に係る被保険者均等割額の減額措置の導入について
○子どもに係る被保険者均等割額の減額措置の拡充について
結果：資料を一部修正の上、調整会議に付議することとする。

R3.12.15 調整会議

○国民健康保険税率の改定案について
○未就学児に係る被保険者均等割額の減額措置の導入について
○子どもに係る被保険者均等割額の減額措置の拡充について
結果：原案のとおり、上部会議に付議する。

条例等の調整 条例 改廃あり 議会提案時期

議会への情報提供

R3.12.24・28 決定会議

○国民健康保険税率の改定案について
○子どもに係る被保険者均等割額の減額措置の拡充について
結果：原案を一部修正し、上部会議に付議する。
　　　  子どもに係る被保険者均等割額の減額措置期間を２年間とすること。



令和４年度
国民健康保険税率の見直し等

について

令和４年1月14日

健康福祉局生活福祉部

保険企画課
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約16.3億円の
歳入不足

約13％の
税率改定が必要

3

収支不足を全て保険税で賄う場合

（単位：百万円）

予算見込額 予算見込額
13,912 777
50,203 49,690
5,262 20,191
4,321 13,609

941 4,676
決算補填等目的 0 1,906
その他 941 713

基金繰入金 0 183
160 10

394 71,564

69,931歳入合計

諸収入等
繰越金

　

繰入金

法定外繰入金
法定繰入金

後期高齢者支援金等分

歳出合計

介護納付金分
保健事業費
諸支出金等
予備費

歳入

国保事業費納付金

総務費
保険給付費

医療給付費分

国民健康保険税
歳出

保険給付費等交付金

（1）令和４年度国保事業費納付金

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

※予算見込額

 確定係数に基づく令和４年度納付金は、201億9,100万円

・昨年度と比べて3億2,400万円増加した → 被保険者数は減少傾向にあるが、

１人あたり保険給付費が増加したことが主な要因となっている

（20,190,412,186円）



【他の医療保険制度との比較】
項目 市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合

保険者数※1 1,716 1 1,391 85

加入者数※1 2,752万人 3,940万人 2,954万人 858万人

加入者平均年齢※2 53.3歳 37.8歳 35.1歳 32.9歳

前期高齢者
「65歳～74歳」

の割合※2
43.0% 7.5% 3.3% 1.4%

加入者一人当たり
医療費※2 36.8万円 18.1万円 16.0万円 15.9万円

加入者一人当たり
平均所得※2 88万円 156万円 222万円 245万円

加入者一人当たり
平均保険料※2

＜事業主負担込＞
8.8万円

11.7万円
＜23.3万円＞

12.9万円
＜28.4万円＞

14.3万円
＜28.6万円＞

保険料負担率 10.0% 7.5% 5.8% 5.8%

➣年齢構成が高く、医療費水準が高い
➣所得水準が低い
➣保険料負担率が高い

➣年齢構成が高く、医療費水準が高い
➣所得水準が低い
➣保険料負担率が高い

国保では「配偶者」や「子」等の
被扶養者に対しても保険税が
賦課される

出典：R3.3全国高齢者医療・国民健康保険主管課(部）長
及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料より

※1 平成31年3月末時点 ※2 平成30年度平均値

区 分
（世帯所得）

割合
（％）

４3万円以下 32.6

４3万円超～
200万円以下

33.7

200万円超～
400万円以下

16.2

400万円超～
600万円以下

3.7

600万円超～
900万円以下

1.5

900万円超 1.2

未申告 11.1

約
66
％

【本市の階層別世帯割合】

※令和３年度当初賦課
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（2）市町村国保の現状

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し
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（3）税率改定に当たっての考え方

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

国保財政の更なる健全化を進めるとともに、国保事業の効率的・安定的
な運営を維持するため、国民健康保険税率を改定する必要がある

【税率改定の必要性】

【税率改定の考え方】

〇 国保事業費納付金の増加等により約１６．３億円の歳入不足が見込まれる

〇 県から示された「標準保険料率」に段階的に近づけていく必要がある

〇 一般会計からの「決算補填等目的の法定外繰入」を再び生じさせない運営を目指す

〇 新型コロナウイルス感染症による影響がある中、被保険者に更なる負担が生じるため、
市国保財政調整基金からの繰入れにより市⺠生活への影響を抑える

〇 子育て世帯に対する負担軽減を図るため、法改正による未就学児を対象とした均等割額の
５割軽減に合わせ、本市独自の取組として、対象者を１８歳以下まで拡大する



6

（4）基金の活用による改定幅の抑制

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

705億 699.7億
689.5億

+8.5億
+6.8億

0人

50,000人

100,000人

150,000人

620億円

670億円

720億円

R3予算 R4予算案 R5推計

歳入額 R4税率改定分 基金繰入金 被保険者数
【必要額】 【被保数】

16.3億
不足

8.5億
不足

13億
不足

基金から8.5億繰入
+本市独自減額1億
→実質5.2％

（718億円） （716億円） （698億円）
～ ～ ～０円

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

基金残高（見込） １８億円※ １０．５億円※ ３億円※

※令和3年度に剰余金約5億円、令和4、5年度に1億円を見込む

基金の活用により
改定幅を抑える

+1億(独自減額)

（R5に税率改定しない場合の想定）



区分 医療分 後期分 介護分

所得割
（現行税率との差）

6.05％
（+0.4％）

2.35％
（+0.25％）

2.10％
（+0.4％）

均等割
（現行税率との差）

25,500円
（+1,000円）

10,000円
（+500円）

9,500円
（+500円）

平等割
（現行税率との差）

17,000円
（△600円）

6,000円
（+0円）

6,000円
（+600円）

一人当たり
平均調定額

（現行税率との差）

96,188円→101,212円（+5.2％）

○ 応能・応益の割合は、標準保険料率の水準（52：48）を
ベースとする。
※【現行税率】51：49 ⇒ 【R4税率(案)】52：48

○ 標準保険料率との乖離幅が特に大きい介護分について、
優先的に見直しを行う。

「市国保事業運営方針」を踏まえた税率改定の考え方

令和４年度 国民健康保険税率（案）

【参考】標準保険料率

【参考】過去の改定と繰入

応
能
分

応
益
分

7

【参考】現行税率

（5）保険税率（案）

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

区分 医療分 後期分 介護分

所得割 5.65% 2.1% 1.7%

均等割 24,500
円

9,500
円

9,000
円

平等割 17,600
円

6,000
円

5,400
円

区分 医療分 後期分 介護分

所得割 6.3% 2.44% 2.49%

均等割 26,491
円

9,957
円

12,412
円

平等割 16,899
円

6,352
円

6,186
円

基金から8.5億繰入
+本市独自減額1億
→実質5.2％

年度 税率改定 決算補填等目的
の法定外繰入金

H25 +4.2% 42億円

H26 なし 39億円

H27 なし 46億円

H28 +4.0% 29億円

H29 なし 29億円

H30 +5.0% 22億円

R1 なし 10億円

R2 なし 0円

R3 なし 0円(予算)

R4 (+5.2％) (0円)



● 39歳以下又は65～74歳の単身世帯

● 40～64歳の夫婦2人世帯

（6）モデルケース

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

8

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 17,500円 17,200円 +300円 （+1.7％）

１0０万円

軽減なし

106,200円 101,700円 +4,500円 （+4.4％）

２0０万円 190,200円 179,200円 +11,000円 （+6.1％）

４0０万円 358,200円 334,200円 +24,000円 （+7.2％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 35,700円 34,400円 +1,300円 （+3.8％）

１0０万円 5割軽減 119,100円 111,200円 +7,900円 （+7.1％）

２0０万円

軽減なし
283,600円 263,200円 +20,400円 （+7.8％）

４0０万円 493,600円 452,200円 +41,400円 （+9.2％）



法改正により令和４年４月１日から未就学児を対象に均等割部分を５割減額するが、減額対
象が限定的であるため、市総合計画の分野横断的に取り組む重点テーマとして「少子化対策」

を掲げる本市独自の取組として、対象を１８歳以下まで拡大し、税率改定の中にあっても負
担の重い子育て世帯に対する負担軽減を行うもの

（現行税率）

総合計画推進プログラム
基幹事業として提案中

法定の減額 本市独自の減額※

対 象 全世帯の未就学児（市内約３，６００人） 全世帯の７～１８歳 （市内約８，４００人）

経 費

・減額分：約４，４００万円
（国１/２、県１/４、市１/４）

・システム改修分：約２，２００万円
（全額国費）

・減額分：約１億３００万円

・システム改修分：約１，０００万円（追加改修費）

➡必要財源：計１億１，３００万円（財源未定）

（1）減額措置の拡充について

２．子どもの均等割額減額措置

※相模原市行財政構造改革プラン第１期に合わせ、令和４・５年度に
実施し、令和６年度以降の継続の是非について検討を行う

9



●【国の減額対象】39歳以下の夫婦 ＋ 未就学児の子１人の３人世帯

●【国の減額対象外】40～64歳の夫婦 ＋ 7～18歳の子１人の３人世帯
（本市独自の減額 なし の場合）

（本市独自の減額 あり の場合）※課税限度額により、所得約740万円から985万円にかけて減額効果が段階的に減少する

（2）子育て世帯に係るモデルケース

２．子どもの均等割額減額措置

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 33,500円 37,600円 -4,100円（-10.9％）

１0０万円 ５割軽減 103,600円 106,900円 -3,300円 （-3.1％）

２0０万円
軽減なし

243,500円 247,200円 -3,700円 （-1.5％）

４0０万円 411,500円 402,200円 +9,300円 （+2.3％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 46,300円 44,600円 +1,700円 （+3.8％）

１0０万円 ５割軽減 136,900円 128,200円 +8,700円 （+6.8％）

２0０万円
軽減なし

319,100円 297,200円 +21,900円 （+7.4％）

４0０万円 529,100円 486,200円 +42,900円 （+8.8％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 41,000円 44,600円 -3,600円 （-8.1％）

１0０万円 ５割軽減 128,000円 128,200円 -200円 （-0.2％）

２0０万円
軽減なし

301,400円 297,200円 +4,200円 （+1.4％）

４0０万円 511,400円 486,200円 +25,200円 （+5.2％） 10



３．今後のスケジュール（予定）

時期 内容

令和３年 11月17日 • 納付金・標準保険料率の試算（県から通知）
• 仮係数に基づく令和４年度保険税率（案）の算定

12月～ • 庁議

令和４年 1月11日 • 納付金・標準保険料率の確定（県から通知）
• 確定係数に基づく令和４年度保険税率（案）の

算定

1月17日
1月20日

• 市国民健康保険運営協議会委員に資料送付
• 同協議会に「令和４年度保険税率（案）」を諮問

1月下旬 • 同協議会から答申
• 令和４年度保険税率（案）の決定（市長決裁）

2月 • 改正条例案について正副議長説明（＋会派説明）
• 改正条例案を市議会定例会議に提案

3月 • 市議会定例会議において採決
11



令和４年度
国民健康保険税率の見直し等

について
（5.0％改定の場合）
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（4）基金の活用による改定幅の抑制

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

705億 699.7億
689億

+8.8億
+6.5億

0人

50,000人

100,000人

150,000人

620億円

670億円

720億円

R3予算 R4予算案 R5推計

歳入額 R4税率改定分 基金繰入金 被保険者数
【必要額】 【被保数】

16.3億
不足

8.8億
不足

13億
不足

基金から8.8億繰入
+本市独自減額1億
→実質5.0％

（718億円） （716億円） （698億円）
～ ～ ～０円

+1億(独自減額)

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

基金残高（見込） １８億円※ １０．２億円※ ２．４億円※

※令和3年度に剰余金約5億円、令和4、5年度に1億円を見込む

基金の活用により
改定幅を抑える

（R5に税率改定しない場合の想定）

13



区分 医療分 後期分 介護分

所得割
（現行税率との差）

6.05％
（+0.4％）

2.30％
（+0.2％）

2.15％
（+0.45％）

均等割
（現行税率との差）

25,500円
（+1,000円）

10,000円
（+500円）

9,500円
（+500円）

平等割
（現行税率との差）

17,000円
（△600円）

6,000円
（+0円）

6,000円
（+600円）

一人当たり
平均調定額

（現行税率との差）

96,188円→101,038円（+5.0％）

○ 応能・応益の割合は、標準保険料率の水準（52：48）を
ベースとする。
※【現行税率】51：49 ⇒ 【R4税率(案)】52：48

○ 標準保険料率との乖離幅が特に大きい介護分について、
優先的に見直しを行う。

「市国保事業運営方針」を踏まえた税率改定の考え方

令和４年度 国民健康保険税率（案）

基金から8.8億繰入
+本市独自減額1億
→実質5.0％

【参考】標準保険料率

【参考】過去の改定と繰入

応
能
分

応
益
分

【参考】現行税率

（5）保険税率（案）

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

区分 医療分 後期分 介護分

所得割 5.65% 2.1% 1.7%

均等割 24,500
円

9,500
円

9,000
円

平等割 17,600
円

6,000
円

5,400
円

区分 医療分 後期分 介護分

所得割 6.3% 2.44% 2.49%

均等割 26,491
円

9,957
円

12,412
円

平等割 16,899
円

6,352
円

6,186
円

年度 税率改定 決算補填等目的
の法定外繰入金

H25 +4.2% 42億円

H26 なし 39億円

H27 なし 46億円

H28 +4.0% 29億円

H29 なし 29億円

H30 +5.0% 22億円

R1 なし 10億円

R2 なし 0円

R3 なし 0円(予算)

R4 (+5.0％) (0円) 14



● 39歳以下又は65～74歳の単身世帯

● 40～64歳の夫婦2人世帯

（6）モデルケース

１．令和４年度 国民健康保険税率の見直し

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 17,500円 17,200円 +300円 （+1.7％）

１0０万円

軽減なし

106,000円 101,700円 +4,300円 （+4.2％）

２0０万円 189,500円 179,200円 +10,300円 （+5.7％）

４0０万円 356,500円 334,200円 +22,300円 （+6.7％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 35,700円 34,400円 +1,300円 （+3.8％）

１0０万円 5割軽減 119,200円 111,200円 +8,000円 （+7.2％）

２0０万円

軽減なし
283,700円 263,200円 +20,500円 （+7.8％）

４0０万円 493,700円 452,200円 +41,500円 （+9.2％）

15



●【国の減額対象】39歳以下の夫婦 ＋ 未就学児の子１人の３人世帯

●【国の減額対象外】40～64歳の夫婦 ＋ 7～18歳の子１人の３人世帯
（本市独自の減額 なし の場合）

（本市独自の減額 あり の場合）

（2）子育て世帯に係るモデルケース

２．子どもの均等割額減額措置

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 33,500円 37,600円 -4,100円（-10.9％）

１0０万円 ５割軽減 103,400円 106,900円 -3,500円 （-3.3％）

２0０万円
軽減なし

242,800円 247,200円 -4,400円 （-1.8％）

４0０万円 409,800円 402,200円 +7,600円 （+1.9％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 46,300円 44,600円 +1,700円 （+3.8％）

１0０万円 ５割軽減 137,000円 128,200円 +8,800円 （+6.9％）

２0０万円
軽減なし

319,200円 297,200円 +22,000円 （+7.4％）

４0０万円 529,200円 486,200円 +43,000円 （+8.8％）

所 得 R4税率案 現行税率 増減額（伸び率）

４３万円(以下) ７割軽減 41,000円 44,600円 -3,600円 （-8.1％）

１0０万円 ５割軽減 128,100円 128,200円 -100円 （-0.1％）

２0０万円
軽減なし

301,500円 297,200円 +4,300円 （+1.4％）

４0０万円 511,500円 486,200円 +25,300円 （+5.2％） 16



（様式４） 

 戦略会議 議事録 

令和４年１月１４日 

 

１ 令和４年度 国民健康保険税率の見直し等について 

【健康福祉局】 

 

（１）主な意見等 

〇（下仲副市長）前回の会議結果を踏まえた修正事項について説明をお願いしたい。 

  →（健康福祉局長）前回の会議結果を踏まえ、１８歳以下の子どもに係る被保険者

均等割額の減額措置を含めると税率改定幅は実質５．２％となり、仮に令和５年

度に税率を据え置いた場合の令和５年度末の基金残高想定は３億円となる見込み

である。 

 〇（財政局長）基金を取り崩す時の考え方はあるか。 

  →（生活福祉部長）この考え方については基金を創設した当時も議論しているが、

毎年の納付金にばらつきがあることなどからルールづくりは難しい状況である。 

 〇（財政局長）今後、決算補填等を目的とした法定外繰入は行わずに運用できるか。 

  →（生活福祉部長）そのように運用を行っていく。 

〇（市長）平成３０年度に５．０％の税率改定を行っている実績があるが、今回の改

定を実質５．０％とする場合のシミュレーションはあるか。 

  →（健康福祉局長）令和４年度及び５年度に基金から繰り入れる額が３，０００万

円ずつ増額となり、令和５年度末の基金残高は２．４億円となる見込みである。 

〇（市長）国保制度は全国的に課題があるため国に対しても積極的に要望していかな

ければならないと考えているが、令和６年度以降の見通しを伺いたい。 

  →（健康福祉局長）次年度の県への納付金が毎年１月頃に示されるため、長期的な

試算は難しい。昨年度も税率改定を行う必要があるのではと考えていたが、コロ

ナ禍により医療機関への受診控えが進み、県への納付金が見立てよりも減額とな

ったことから結果として税率改定を行わなくて済んだ。先行きは不透明である

が、引き続き収納率の向上や歳出抑制にも取り組んでいきたい。 

 〇（下仲副市長）容易なことではないが、医療機関にかからなくてもよくなるような

取組も合わせて検討していく必要がある。 

  →（健康福祉局長）高齢化が進む中で医療費の削減は難しい部分もあるが、少しで

も上昇幅を抑えられるような取組も行っていきたい。 

 〇（市長）すでにいきいき１００歳体操などもやっているが、市民の健康が増進され

るような取組にも力を入れていただきたい。 

  →（健康福祉局長）事業の費用対効果を考えながら、健康増進に係る施策も提案し

ていきたい。 

 〇（市長）国保税については所得２００万円程の方が年間約２０万円の保険税を払っ

ていると伺った。その方々の負担を考えると税率改定幅が実質５．０％となるよう

に調整をお願いをしたい。 

 〇（下仲副市長）市長から税率改定を実質５．０％とする提案があったが、異論はな



いか。 

 →異論なし 

  

（２）結 果 

 〇原案を一部修正し、承認する。 
  税率改定幅を実質５．０％とすること。 
 

                                 以 上 

 


